
 

 

岡山市広報連絡資料 

                 令和５年12月１４日 

 

 

 

 

令和５年度11月補正予算（第６号）（案）について発表します。 

  

 内 容 

  詳細は別紙にてご確認ください。 

 

 

 

  

 

 

 

 

令和５年度 11 月補正予算（第６号）（案）について 

お知らせします 

【問い合わせ先】                   
岡山市 財政課 粕山・中山  直通086-803-1146 内線4410・4415 
 



・学校給食費について、保護者の負担を軽減するための支援を実施します。

・エネルギーコスト低減に資する省エネ機器の導⼊を⾏う中⼩企業・⼩規模事業者への補助を
 実施します。

 図ります。
・国の料⾦支援の対象とならない特別⾼圧電⼒を利⽤する市場内事業者への電⼒負担の軽減を

一般会計 7億1百万円 3,799億15百万円 100.7%

特別会計 2,014億50百万円 102.0%

《主な事業》

事業会計 2百万円 769億93百万円 98.9%

予算総額 7億3百万円 6,583億58百万円 100.9%

令和５年度１１月補正予算（第６号）（案）について

１　補正予算（案）の概要

 本補正予算（案）は、国の交付⾦を活⽤し、エネルギー・食料品等の物価⾼騰の影響を受ける市
⺠や事業者の支援を⾏うために必要な経費を編成するものです。

  （補正額）   （補正後予算額） （対前年同期⽐）

- 1 -



２　予算額

(１)  予算総額 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 前 年 度 同 期 伸 び 率

379,213,860 701,000 379,914,860 377,199,811 100.7%

201,450,029 201,450,029 197,439,701 102.0%

76,991,225 2,000 76,993,225 77,834,447 98.9%

657,655,114 703,000 658,358,114 652,473,959 100.9%

(２)  一般会計

　ア　歳　入 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 構 成 比

134,384,183 134,384,183 35.4%

2,599,000 2,599,000 0.7%

45,000 45,000 0.0%

858,000 858,000 0.2%

588,000 588,000 0.2%

164,000 164,000 0.0%

1,722,000 1,722,000 0.5%

18,557,000 18,557,000 4.9%

110,000 110,000 0.0%

302,000 302,000 0.1%

5,833,000 5,833,000 1.5%

61,000 61,000 0.0%

1,103,000 1,103,000 0.3%

43,700,000 43,700,000 11.5%

211,000 211,000 0.1%

1,682,247 1,682,247 0.5%

6,563,224 6,563,224 1.7%

89,849,231 701,000 90,550,231 23.8%

19,531,954 19,531,954 5.1%

539,085 539,085 0.1%

686,630 686,630 0.2%

10,238,198 10,238,198 2.7%

919,908 919,908 0.2%

3,801,300 3,801,300 1.0%

35,164,900 35,164,900 9.3%

379,213,860 701,000 379,914,860 100.0%

法人事業税交付金

諸収入

市債

合 計

会 計 別

一 般 会 計

特 別 会 計

事 業 会 計

合 計

財産収入

寄附金

交通安全対策特別交付金

繰入金

繰越金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

款

市税

地方譲与税

利子割交付金

環境性能割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

ゴルフ場利用税交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

軽油引取税交付金

地方消費税交付金

分離課税所得割交付金
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　イ　歳　出 　　　（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 構 成 比

1,157,262 1,157,262 0.3%

30,414,096 30,414,096 8.0%

158,523,508 158,523,508 41.7%

34,504,176 34,504,176 9.1%

271,857 271,857 0.1%

7,420,422 7,420,422 1.9%

4,639,169 505,000 5,144,169 1.3%

48,111,664 48,111,664 12.7%

9,752,559 9,752,559 2.6%

49,247,543 196,000 49,443,543 13.0%

34,971,604 34,971,604 9.2%

200,000 200,000 0.1%

379,213,860 701,000 379,914,860 100.0%

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

67,832,505 67,832,505

47,086 47,086

14,474 14,474

143,536 143,536

27,295 27,295

13,297 13,297

227,362 227,362

73,973,418 73,973,418

11,267,612 11,267,612

公債費 46,130,039 46,130,039

1,773,405 1,773,405

201,450,029 201,450,029

款

議会費

総務費

民生費

衛生費

合 計

農林水産業費

予備費

教育費

(３) 特別会計

労働費

商工費

土木費

消防費

公債費

災害復旧費

会 計 別

財産区費

岡山市立総合医療センター病院事業債

学童校外事故共済事業費

災害遺児教育年金事業費

公共用地取得事業費

国民健康保険費

合 計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

介護保険費

後期高齢者医療費

用品調達費
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(４) 事業会計 （単位：千円）

(５)  基金の状況 （単位：百万円）

11月追加まで ６号補正 11月追加まで ６号補正

22,840 5,248 7,000 21,088

1,529 70 1,599

15,754 34 2,000 13,788

40,123 5,352 9,000 36,475

8,779 27 263 8,543

48,902 5,379 9,263 45,018

（注） 市債調整基金は、満期一括償還地方債の元金償還に係る積立額及び取崩額を除いたもの。

(６)  地方債残高の状況 （単位：百万円）

前年度から
の 繰 越 分

11月追加ま
で

６ 号 補 正 借 入 合 計

(158,067) (18,759) (3,525) (26,865) (30,390) (169,698)

333,574 32,655 4,036 35,165 39,201 340,120 

特別会計 13,745 960 700 700 13,485 

347,319 33,615 4,036 35,865 39,901 353,605

222,981 18,499 5,375 15,866 21,241 225,723 

570,300 52,114 9,411 51,731 61,142 579,328

(168,265) (19,557) (3,525) (27,565) (31,090) (179,798)
343,772 33,453 4,036 35,865 39,901 350,220 

（注） 1. (　）内は、減税補てん債、臨時財政対策債等１００％交付税算入される起債を除いたもの。
        2.元金償還金は、満期一括償還地方債の償還財源に充てるため市債調整基金に積み立てた額を含み、

      基金から繰入れて満期一括償還した額は除く。

26,552,947

326,000

1,242,440

48,742,709

2,000

会 計 別

病院事業会計

補 正 額 補 正 後 の 額

127,129

補 正 前 の 額

127,129

財 政 調 整 基 金

４ 年 度 末
現在高見込

区 分

３基金合計

公共施設等整備基金

市 債 調 整 基 金

庁 舎 整 備 基 金

合　　　計

区 分

５年度１１月
補 正 後

現在高見込

５ 年 度 中 見 込

取 崩 額積 立 金

市場事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

48,742,709下水道事業会計

合　　　　　　計 76,993,22576,991,225 2,000

26,552,947

326,000

1,244,440

５ 年 度 中 見 込

元金償還金

借 入 額

一般会計

５ 年 度 末
残 高 見 込

小　　　計

事業会計

合　　　計

（再掲）普通会計

４ 年 度 末
残 高 見 込
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３　主な事業

金額欄の（　　）は一般財源充当額、単位：千円

区 分 事 業 名 金 額

商工費 (0)

500,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：産業振興課】

(0)

5,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：経済企画総務課、市場事業部】

教育費 (0)

196,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：保健体育課】

市場事業会計補助
金（市場内事業者
電力価格高騰対策
支援事業）

国の電気料金支援の対象になっていない特別高圧電力を
利用する市場内事業者の負担軽減を図るための支援を実施

学校給食費負担軽
減支援金

学校給食費について、保護者の負担を軽減するための支援
を実施

説 明

省エネ機器更新緊
急支援事業

エネルギーコスト低減等に資する省エネ機器・設備の導入を
行う中小企業・小規模事業者に対し、補助を実施
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１．補正予算額

物価高騰（新型コロナ関連含む）予算の総額（億円）

〈財源〉 国県支出金 　7億 1百万円
（重点支援地方交付金　7億 1百万円）

２．主な事業

物価高騰対策関係（抜粋）

令和５年度11月補正予算（第６号）（案）

一 般 会 計 7億 1百万円
予算額 うち市負担額

Ｒ元年度 2.3 0.5

Ｒ２年度 933.3 121.2

Ｒ３年度 387.3 63.3

Ｒ４年度 211.6 115.7

Ｒ５年度 当初予算 46.6 15.0

５月補正 11.5 0.0

６月補正 48.8 34.8

11月補正（6号） 7.0 7.0

総　　額 1,743.7 452.2

地域経済活動と市民生活に対する支援 701,000千円

 〇省エネ機器更新緊急支援事業
　　エネルギーコスト低減等に資する省エネ機器・設備の導入を行う中小企業・小規模事業者に対し、補助を実施

500,000千円 

 〇市場事業会計補助金（市場内事業者電力価格高騰対策支援事業）
　　国の電気料金支援の対象とならない特別高圧電力を利用する市場内事業者を支援

5,000千円 

 〇学校給食費負担軽減支援金
　　学校給食費について、保護者の負担を軽減するための支援を実施

196,000千円 

9月補正 26.3 25.7

11月補正（追加上程） 69.0 69.0

※市負担額の総額には
　コロナ臨時交付金・重点支援地方交付金　合計318.6億円を含む
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学
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給
⾷
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担
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⽀
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卸
売
市
場
の
電
力
価
格
負
担
関
係

事
業
内
容

市
場
内
事
業
者
電
力
価
格
高
騰
対
策
支
援
事
業
（
第
２
弾
）

概
要

引
き
続
き
、
国
の
補
助
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
特
別
高
圧
で
受
電
す
る
卸
売
市
場
内
の
中
小
企
業
等

事
業
者
へ
支
援
金
を
給
付
し
、
負
担
軽
減
を
図
る
。

電
力

会
社

卸
売
市
場

特
別
高
圧

契
約

(※
)

C社

約
13

0事
業
者
が
電
力
使
用

量
に
応
じ
て
費
用
負
担

事
業
費

市
場

事
業
部

A社

令
和
５
年

12
月

14
日

市
場
事
業
部

※
特
別
高
圧
契
約

受
電
設
備
の
設
置
な
ど
の
コ
ス
ト
が
か
か
る
が
、
従
量
料
金
が
安
く
な
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
、

一
定
基
準
以
上
の
大
量
の
電
力
を
利
用
す
る
施
設
に
お
い
て
利
用
さ
れ
て
い
る
。

国
の
電
気
価
格
激
変
緩
和
対
策
事
業

・
低
圧
契
約
（
主
に
一
般
家
庭
）
と

高
圧
契
約
（
主
に
中
小
企
業
）
が
対
象

・
電
力
会
社
が
引
き
続
き

R5
.1
0⽉

〜
R6

.4
⽉
分
の
請

求
単
価
を
減
額

低
圧
契
約
：
△

3.
5円

/k
W
h

高
圧
契
約
：
△

1.
8円

/k
W
h

※
R6

.5
⽉
は
激
変
緩
和
の
幅
を
縮
小

・
特
別
高
圧
契
約
（
※
）
は
対
象
外

（
１
）
対
象
者

岡
山
市
市
場
事
業
部
が
受
電
し
た
電
力
を
使
用
し
、
使
用
量

に
応
じ
て
電
気
料
金
を
負
担
し
て
い
る
市
場
内
の
中
小
企
業
等

事
業
者

（
２
）
支
援
額

R5
.1
0⽉

〜
R6

.5
⽉
の
特
別
高
圧
電
力
使
用
量
に
応
じ
て
、

1.
8円

/k
W
h（

R6
.5
⽉
は
国
の
補
助
単
価
と
同
額
に
縮
小
）
を

支
援

（
３
）
実
施
方
法

申
請
に
基
づ
き
、
使
用
量
確
定
後
に
給
付

B社

（
１
）
支
出
額

市
場
内
事
業
者
電
力
価
格
高
騰
対
策
支
援
事
業
（
第
２
弾
）

5,
00

0千
円

（
２
）
財
源
内
訳

一
般
会
計
か
ら
の
補
助
金
（
重
点
支
援
地
方
交
付
金
充
当
）

5,
00

0千
円
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補足資料
ページ

事　　業　　名
記者発表資料
掲載ページ

7 学校給食負担軽減支援金 5

8 省エネ機器更新緊急支援事業 5

9 市場内事業者電力価格高騰対策支援事業 5

令和５年度11月補正予算（第６号）（案）
補足資料
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令和５年度１１月補正予算（第６号）（案）補足資料 

 

 

 

〔事務事業名〕 学校給食費負担軽減支援金 

 

 

 

１ 事業の趣旨 

   保護者の学校給食費の負担軽減を目的として岡山市立小学校・中学校・義務教育学校の

各学校会計に対して支援金を交付する。 

 

 

２ 事業内容 

令和５年度分の食材費相当額以外の燃料費等その他経費に対して、既に予算措置した部分

を控除した額を支援する。 

 

 

３ 事業費 

 （１）歳出額                         １９６，０００千円 

       

 （２）財源内訳 

     ・国庫支出金(重点支援地方交付金)           １９６，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名 教育委員会学校教育部保健体

育課 
担当者名 課長 藤井 健介 

電  話 内線 ３８５０ 
直通 ８０３－１５９５ 
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令和５年度１１月補正予算（第６号）（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 省エネ機器更新緊急支援事業（第３弾） 

 

 

１ 事業の趣旨 

  エネルギー価格高騰の影響を受ける市内中小・小規模事業者を緊急的に支援する 

 ため、工場・店舗・事務所等で使用する事業用の設備・機器を更新し、省エネ化す 

 るために必要な経費の一部を助成します。 

 

２ 事業内容 

（１）対象者 

   岡山市内に事業所を有する中小・小規模事業者 

 

（２）補助額 

   法人   ：上限２，０００千円、下限１５０千円 

   個人事業主：上限  ５００千円、下限１００千円 

 

（３）補助率  

   ３分の２ 

  

３ 事業費 

（１）歳出額                      ５００，０００千円 

 

（２）財源内訳 

・国庫支出金（重点支援地方交付金）       ５００，０００千円 

 

 

 

 

 

担当課名 産業振興課 

担当者名 
企業立地推進担当課長 
藤田 知子 

電  話 
内線 ４５１３ 
直通 ８０３－１３２５ 
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令和５年度１１月補正予算（第６号）（案）補足資料 

 

〔事務事業名〕 市場内事業者電力価格高騰対策支援事業（第２弾） 

 

１ 事業の趣旨 

  国は、小売電気事業者等を通じて電気料金を直接値引きする「電気・ガス価格激

変緩和対策事業」を行っているが、その対象は低圧契約及び高圧契約であり、岡山

市の卸売市場のように大規模な施設で非常に多くの電力を使用する「特別高圧契約」

については、事業の対象外となっている。 

しかしながら、使用量に応じて電気料金を負担しているのは、中小零細である市

場内事業者であり、電気料金の急激な高騰はその経営を圧迫している。 

こうしたことから、これまでも４月使用分から９月使用分までについて、国の交

付金を活用し市場内事業者の負担軽減を図ってきたところであるが、引き続き先般

追加措置された交付金を活用し、１０月使用分から来年５月使用分までの支援を行

う。 

 

２ 事業内容 

（１）対象者 

    岡山市市場事業部が受電した電力を使用し、使用量に応じて電気料金を負担

している市場内中小企業等事業者。 

（２）支援額 

    令和５年１０月から令和６年４月の特別高圧電力使用量に応じて、１㎾hあた

り1.8円を支援。５月分使用分の単価については縮小。 

（３）実施方法 

    申請に基づき、使用量確定後に給付。 

 

３ 事業費 

（１）支出額 

   ・市場内事業者電力価格高騰対策支援事業（第２弾） ５，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・一般会計からの補助金（重点支援地方時交付金）  ５，０００千円 

 

 

担当課名 市場事業部 
担当者名 総務担当課長 高木宏 

電  話 
内線 ３０８４ 
直通 ２６５－８００１ 
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